別添様式①

「共同事業体協定書」

（目的）
第１条　当共同事業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
（１）糸島市が募集する糸島市立伊都文化会館の指定管理者募集（以下「募集」という。）にグループで応募し、糸島市立伊都文化会館（以下「会館」という。）の管理運営を行うこと。
（２）前号に附帯する事業
（名称）
第２条　当共同事業体は、○○○○ 共同事業体（ 以下「当事業体」という。）と称する。
（成立の時期および解散の時期）
第３条　当事業体は、平成　年　月　日に成立し、会館の管理請負契約の履行後３月を経過するまでの間は、解散することができない。
なお、当事業体の構成員は、会館の管理を請け負うに当たり、糸島市が別に定める様式を基準にして作成する協定書により、改めて協定を締結するものとする。
２　募集の審査の結果、当事業体が選定されなかったときは、前項の規定にかかわらず、募集に係る選定業務が終了した日に解散するものとする。
（構成員の住所及び名称）
第４条　当事業体の構成員は、次のとおりとする。

○○市○○区○丁目○○番○○号
○○株式会社

○○市○○区○丁目○○番○○号
○○株式会社
（代表者の名称）
第５条　当事業体は、○○株式会社を代表者とする。
（代表者の権限）
第６条　当事業体の代表者は、募集に係る申請に関し、当事業体を代表して、糸島市と折衝する権限並びに自己の名義をもって委託料の請求、受領及び当事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（運営委員会）
第７条　当事業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、応募に係る申請、会館の管理運営等に当たるものとする。
（構成員の責任）
第８条　各構成員は、募集に係る申請、会館の管理運営等に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第９条　当事業体の取引金融機関は、○○銀行とし、代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取り引きするものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１０条　本協定書に基づく権利義務を他人に譲渡することはできない。
（協定書に定めのない事項）
第１１条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

○○株式会社外○社は、上記の通り○○○○共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。
平成　　年　　月　　日
住所○○市○○区○丁目○○番○○号
○○株式会社
代表者氏名○○○○ 印
住所○○市○○区○丁目○○番○○号
○○株式会社
代表者氏名○○○○ 印

